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は じ め に

　急速に進む経済や社会のグローバル化に対応しつつ、教育の質をどのように保証し

ていくのかということは、立教大学を含め、わが国の高等教育機関にとって緊急の課

題となっている。そこで、当センターは、2010年 7 月13日に、「グローバル化の進展

に対応する大学教育の在り方  ―東アジアの高等教育における質改善への取組に学ぶ
―」というタイトルのシンポジウムを開催した。本報告書は、その内容を収録したも

のである。

　シンポジウムでは、まず金子元久氏（東京大学名誉教授、独立行政法人 国立大学

財務・経営センター教授）に、「東アジアの高等教育と日本」という演題でお話いた

だき、続いて尾﨑俊哉氏（本学経営学部教授）に、「立教大学経営学部 グローバル人

材育成の取り組み」というタイトルでご報告いただいた。その後、フロアから両講師

への質問を受ける形でディスカッションを進めた。

　アジアの大学の動向に明るい金子氏は、豊富なデータをもとに、まず、東アジア諸

国および日本の高等教育に関連する領域について分析された。企業のグローバル化の

進展によって、先端産業の競争力を維持するために、高度な人材の育成の必要性が増

していること、その一方で、製造業が海外に移転している結果、高卒者が製造業のあ

る一部門でスキルを生涯にわたり蓄積していくようなタイプのキャリアが失われてい

ること、就職難によって大卒者の就職先がサービス業にシフトしていることなどに言

及された。そして、このような状況が高卒者の就職率を下げ、その結果、高等教育機

関の入学者の質を変えていると分析された。こういった状況に対応するために、高等

教育機関は、「学生の人間的成熟」という教養教育の本来の目的を再認識したうえで

学士課程教育を改革することの必要性と、 1年程度の短期留学プログラムの意義を強

調された。

　尾﨑氏は、自社の公用語を英語にしようとする企業が増えつつある現状と、日本企

業が従来型の組織から欧米の多国籍企業のようなクラウド組織へと変貌する必要性に

ついて言及された。このような状況の中で、日本のチームはもちろんのこと、海外の

チームでも活躍できる人材を育てるために、グローバル戦略を展開している経営学部



の事例を説明された。とくに、経営学部創設時点における立教大学の国際交流の実情

を踏まえ、これまでの 4年間に学部間交換留学協定を30校と結んできたことについて

報告された。そして、2011年 4 月にスタートするMater of International Business

プログラムに少し言及されて、報告を終えた。

　フロアとのディスカッションでは、（英語圏以外を含め）在学中に 1学期以上の留

学を体験する学生の割合が、全国平均と比べても低いレベルであることが問題として

共有された。

　グローバル30指定の大学では、留学生が、一般教育科目を含めすべて英語だけで学

べる学士課程が開設される。しかし、「英語の立教」を標榜してきた本学では、その

イメージとは異なり、グローバル化が大幅に遅れていると言わざるを得ない。このシ

ンポジウムがきっかけとなり、本学においても、グローバル化時代に対応できるよう

に、学士課程教育の抜本的な改革に向けて、論議が高まることを期待する。

　最後に、今回のシンポジウムを開催するにあたり、ご登壇いただきました金子元久

先生、尾﨑俊哉先生には深く御礼申し上げる。また、企画・準備段階からこの報告を

まとめるまで、当センターのスタッフ、とくに吉田重和氏にサポートしていただいた

ことに感謝申し上げる。

大学教育開発・支援センター　副センター長／経営学部教授

松本　茂
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プログラム

グローバル化に対応する大学教育の在り方
―東アジアの高等教育における質改善への取組に学ぶ―

[開会の挨拶]　佐藤 文広 氏（大学教育開発・支援センターセンター長、理学部長）

第 2 部

司 会 松本 茂 氏（大学教育開発・支援センター副センター長、経営学部教授）

日　　時 2010年7月13日(火)18：20 ～ 20：20

場　　所 池袋キャンパス　12号館地下1階 第1・2会議室

第 1部
［講　演］
東アジアの高等教育と日本

金子 元久 氏
（独立行政法人　国立大学財務・経営センター教授）

［報　告］
立教大学経営学部　グローバル人材育成の取り組み

尾﨑 俊哉 氏
（経営学部教授）
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　松本　皆さん、こんばんは。本日は天候不順な折、また、お忙しい中お集まり

いただきまして、ありがとうございます。それでは、立教大学大学教育開発・支

援センター主催の「グローバル化に対応する大学教育の在り方―東アジアの高等

教育における質改善への取組に学ぶ―」というタイトルのシンポジウムを始めさ

せていただきたいと思います。本日、司会を務めさせていただきます、大学教育

開発・支援センター副センター長の松本です。よろしくお願いいたします。それ

では、開会に先立ちまして、佐藤文広センター長よりごあいさつ申し上げます。

よろしくお願いします。

　佐藤　本日は大学教育開発・支援センター主催のシンポジウムにご参加いただ

きまして、ありがとうございます。特に、お忙しい中、講演をお引き受けいただ

きました金子元久先生、それから、経営学部の尾﨑俊哉先生に厚く御礼申し上げ

たいと思います。

　今日、急速に社会が変化する中で、グローバル化というものが 1つの重要な

キーワードになっているということは、異論の余地はないかと思います。大学と

いう場から考えますと、このグローバル化ということで、 3つぐらいのフェーズ

があるのではないかなと感じています。大学という知的共同体の中で、このグ

ローバル化、その中での社会の変化をどう把握していくのかということは、おそ

らくすべての学問分野に問われている課題だろうと思います。これは、この当セ

ンターが携わる課題というよりは、ずっと広く大きな課題であり、大学の知的共

グローバル化に対応する
大学教育の在り方
―東アジアの高等教育における質改善への取組に学ぶ―

司 会
大学教育開発・支援センター 副センター長、経営学部教授

松本　茂 氏
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同体の 1つの課題としてあるだろうと思っています。

　 2つ目には、このグローバル化の中で、どのようにそれに対応できる人材を育

て上げていくのかということがあります。これは大学としてのもう 1つの課題で

しょう。それから 3つ目には、この大学そのものがこういうグローバル化に伴う

国際間競争のようなものの中に置かれているという状況があるかと思います。今

回のシンポジウムとしては、この第二、第三のフェーズについて、みなさまと共

に考えていきたいということであります。

　本日は、金子先生に「東アジアの高等教育と日本」というタイトルでご講演い

ただきます。グローバル化に関しましては、例えば、ＥＵにおける大学の質保証

の問題をはじめ、非常に多くの課題、テーマがあるかと思いますけれども、今回

は東アジアをキーワードに私たちも学んでみようということで、この講演をお願

いいたしました。

　もう一本の企画としましては、先ほど申しました、このグローバル化する中で

どのような人材を育てていくのか、というテーマを取り上げることにしました。

この点で、立教大学の中では、一歩進んだ取り組みをしておられる経営学部から

のご報告を伺おうということで、尾﨑俊哉先生にお願いしました。夕方からの短

い時間ではありますが、今後の大学の方向を見極めていく上での刺激になるよう

なことを学び、そして議論できればと思っておりますので、最後までよろしくご

協力お願いいたします。どうもありがとうございました。

　松本　それでは早速講演に入らせていただきたいと思います。今回、このシン

ポジウムの企画にあたりまして、東アジアの高等教育についてお話をしていただ

ける方ということで、すぐにお名前が挙がったのが、本日ご講演いただきます金

子先生でございます。お忙しい中、お引き受けいただいて、私も、たくさんのこ

とが学べると思って、ワクワクしております。

　ここで金子元久先生のご略歴をご紹介させていただきたいと思います。現在は

独立行政法人 国立大学財務・経営センター教授、調査研究部長であられ、東京

大学名誉教授でいらっしゃいます。ご専門は、教育経済学および高等教育論でご

ざいます。東京大学教育学部をご卒業後、同大学修士課程を修了され、シカゴ大

学よりPh.D.を取得されております。アジア経済研究所研究員、世界銀行コンサ

ルタント、米国ニューヨーク州立アルバニー校客員助教授、広島大学助教授、東
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京大学助教授、東京大学教授、東京大学大学院教育学研究科の研究科長、教育学

部長を経まして、2010年 4 月より現職であられます。また、みなさんご存知の方

も多いかと思いますが、中央教育審議会大学分科会の委員、ならびに大学規模・

大学経営部会の部会長をお務めになられ、高等教育学会理事もなさっています。

また、東アジアの大学とのご関係も強く、中国の北京大学、華東師範大学、復旦

大学、中国科学技術大学の各顧問教授もなさっております。

　学術図書、一般書を含め、英文および和文でたくさんのご著書がございます。

皆さんが読まれた中には、たぶん筑摩書房の『大学の教育力』というご著書があ

るかと思います。私も読ませていただきました。東大の先生が書かれているとい

うことで、かなり身構えて読みましたが、とてもわかりやすく、私のような者で

もスッと入ってくる文章でした。なおかつ重要なポイントが押えられており、大

変勉強になった覚えがございます。

　本日は、約40分間という短い時間ですが、金子先生に「東アジアの高等教育と

日本」というタイトルでお話をいただきます。その後、質疑応答等も考えており

ますので、ぜひ、質問をご用意していただきながら、お聞きいただければ幸いで

す。それでは金子先生、よろしくお願いいたします。

［開会の挨拶］
大学教育開発・支援センター センター長、理学部長

佐藤 文広 氏



第一部
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　金子　本日はこのような機会を与えていただきまして、大変ありがとうござい

ます。いろいろな大学で先生方のお話をお聞きするのは、私にとって非常に重要

な勉強になります。ぜひ、後でご意見やご批判をいただきたいと思います。

■ はじめに―大学進学率と就職状況の変化
　私は「東アジアの高等教育と日本」という題で話すように、とのご依頼をいた

だきました。

　ご覧いただいている写真は、梅雨の季節の東アジアのものです【スライド①－

1】。雨雲がこの地域全体にかかっており、写真をみると東アジアという地域が

「ある」な、と思うわけです。「梅雨（ばいう）」というのは中国語でありまして、

中国に行っても梅雨という言葉はだいたい通じます。中国で話をする時もこの写

真を使うのですが、地域として一体感があるということを感じていただけると思

います。

　もちろん東アジアと言いましても、ずいぶん違った国がありますので、その中

で日本は今後どのような方向性で考えていけばいいのか、ということをお話しし

たいと思います。

　まずは、昨年から今年にかけて、高等教育において何が起こったのかというこ

とでお話をしてみたいと思います。 1つは、昨年の衆議院選挙の結果を受けて、

自民党政権が無くなり、民主党政権ができました。もっとも、一昨日（2010年 7

月11日）また大逆転が起こってしまいましたが…。

東アジアの高等教育と日本

独立行政法人 国立大学財務・経営センター教授、東京大学名誉教授

金子 元久 氏

［講演］
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　それともう 1つ、非常に重要なことは、 4年制大学への進学率がついに50％に

なったことです【スライド①－ 2】。これは考えてみますと、長期的にみて非常

にすごいことであります。このグラフの一番左側が1960年ですけれども、その時

の 4年制大学進学率は10％弱でありました。それが70年代中頃にだいたい30％ぐ

らいになりまして、それから長い間停滞していたわけですが、90年代にバブルが

弾けた辺りに、大学進学率が急上昇し始めました。この点は不思議でありまして、

実はなぜかというのはなかなか説明がつきにくいところがあります。2000年前後、

40％ほどで少し停滞した時代がありますが、私はここでいったん止まるのではな

いかというふうに考えて、そう書いたりもしました。ですがその後、また上がり

始めまして、50％になりました。なぜこうなったのかということについては、ま

た後で申し上げたいと思います。

　加えて、去年から今年にかけて大変大きな話題になっていることに、大卒者の

就職状況が非常に悪くなっているということがあります【スライド①－ 3】。 2

月の時点での内定率が、前年、あるいは前々年の同時期よりも低くなっていると

いうことです。実際に、文部科学省が出している今年の就職率をみると、就職す

る学生は、全卒業生の70％強です。大学院生を入れても、たぶん75％までいかな

東アジアの高等教育と日本
金子元久

2010年7月13日　

立教大学　大学教育開発・支援センター
「グローバル化に対応する大学教育の在り方」

【スライド①－1】
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い程度であろうと思われます。逆にいいますと、30％近い学生が、少なくとも大

学が把握するような就職をしない、あるいはできないのではないかというふうに

思います。

　このニュースは非常によくいろいろなところで取り上げられるのですが、実は

さらに大きな問題がありまして、高卒学生の就職状況は、より悪いわけでありま

す。まず、内定率がどんどん下がっています。加えて、正式には統計があまり出

ないですが、従来型の、長いキャリアに結びつくような就職をできる学生が非常

に少なくなっているという事実があると思います。ある意味では、大卒よりも高

卒市場の労働市場の方が、はるかに状況が悪い状態です。

　続いて、大卒者だけになりますが、就職進学率を長期的に見てみます【スライ

ド①－ 4】。就職進学率というのは、卒業者の中で、大学が把握している形で就

職をしている学生と、大学院に進学した学生を合わせて対象としたものです。で

すから、ある意味では行きどころのはっきりしている学生が対象となります。

　就職進学率は、1960年代、まだ大学の卒業生が少ないころは、だいたい男子学

生で90％ほどでした。それが、70年代に入り大学卒業者数が拡大してきますと、

率が少し下がって80％台になりました。その後大卒者数が停滞した後、少し持ち
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直しておりましたが、90年代のバブル崩壊以降グッと下がって、70％程度になっ

ているという状況です。これは2000年代後半には少し上向いていたわけでありま

すけれども、先ほど申し上げたように、これが2010年にはまた下がっており、お

そらく70％程度であろうということです。

　今、男子学生について申し上げましたけれども、女子学生については1990年ぐ

らいまで就学率が低かったのですが、その後男子学生とかなり近い状況になりま

した。グラフで確認しても、現在は男子学生とほとんど重なっています。すなわ

ち、男子学生と同様に、最近また就職進学率が下がっているという状況です。こ

のように就職状況は、実は悪いのは最近だけではありません。1990年代のバブル

崩壊以降、就職状況がかなり悪い状況が恒常的に続いている、という状態であり

ます。

■ グローバル化と大学教育
　ここからグローバル化の話に入りたいと思いますが、実は今申し上げたことは、

私はグローバル化に原因があると思っております。グローバル化というのは、い

ろいろな意味で、より望ましいこと、よりよい未来について、ある意味ではバラ
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色のような印象を与えるところもあります。しかし、グローバル化には実際には

二面あって、一方ではそのようにいろいろな可能性をつくるところもありますが、

もう一方で、現実としてのグローバル化は、実は非常に困難な状況をさまざまに

つくっています。しかも、それが若者に対してかなり大きな影響を与えていると

いうことが、おそらくいえるのではないかと思います。ここで申し上げているの

は、グローバル化により現実に何が起こっているのかということです。

　グローバル化の中で、現在、私はやはり大学教育が問題になっていると思いま

す【スライド①－ 5】。なぜ、大学教育が問題かと申しますと、グローバル化が

一方で起こり、高等教育がユニバーサル化しています。そして、さらに若者が変

化しておりますし、若者のキャリアもよく見えなくなっています。スライドに書

きましたが、それらを背景として、さまざまな問題点が、高等教育の質の部分に、

非常に大きなプレッシャーをかけているわけです。そしてそのプレッシャーに対

応するために、質的な転換をせざるを得ない状況に入っているというのが、高等

教育全体の今の問題であります。この点については、あまり細かいことを時間の

関係で申し上げられませんけれども、量的な拡大から質的な転換へ、これを果た

さないと高等教育は社会の中での意味を失うという状況に、現在立っていると思

質を軸とする高等教育再編の要求

【スライド①－5】
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います。

　そのような状況下で、グローバル化がどういう意味を持っているのかというこ

とについて、本日、お話をしてみたいと思っております。グローバル化というと

き、大きく 2つ意味があると思います【スライド①－ 6】。 1つ目は、先端産業

の競争力が課題になります。 2つ目ですが、産業構造が変化するわけでありまし

て、製造業（製造部門）は海外に移転していきます。中国やインドなどに、製造

業が非常に早い勢いで移転しているのはご存じのとおりであります。同時に、比

較劣位といいますか、人件費が安い地域でも可能な産業部門での比較優位性は失

われます。農業は非常にいい例でありまして、日本の農業は競争力を持たないわ

けであります。

　そうしますと、これは、高等教育を含む教育全般に関して 2つの意味があると

思います。 1つは、先端産業の競争力が課題になりますから、高度人材が必要に

なります。これは非常にわかりやすい理論です。一般的にグローバル化、知識基

盤社会化といいますと、こちらの方の問題がよく話題になります。最近は、わが

国においても、高度人材が必要だという議論で、特に大学院改革が今さまざまな

ところで議論になっております。例えば、日本の経済団体はむしろこちらの方に

【スライド①－6】
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非常に熱心でありまして、大学院改革、特に博士課程の改革というのが、競争力

を維持するために重要だということをいっています。同時に、大学教育について

も、やはり高度化といいますか、高度な人材をつくっていくということが求めら

れているというのは、比較的に分かりやすいことだと思います。

　しかし、もう一方で別な側面もあるわけです。産業構造が変化した結果、製造

業が海外にどんどん移転していきます。これまでは、高卒で労働市場に入って、

そのままスキルを蓄積して、一生その部門で働くというキャリアがありました。

例えば自動車産業で働く方々などですが、そういった方々は高卒で入ってスキル

を身に付けて、一生そこで働いていったわけです。これは非常に良いキャリアで

あったと思いますが、このような一生スキルを蓄積していくような高卒者を対象

としたタイプのキャリアが、どんどん失われていっております。これは一昔前に

アメリカでも起こったことでもあります。典型的な例を出しますと、アメリカの

自動車産業や鉄鋼業などの重厚長大の産業部門では、高卒でキャリアを積んでい

くというキャリアパスがあったわけですが、それがどんどん失われました。その

時は日本が非常に批判されたわけですが、現在では、日本から中国、インド、東

南アジアに製造部門が移転してしまったために、日本の高卒者の就職機会が失わ

れているわけです。

　これは日本の雇用構造の変化を表すデータとして、新卒の就職者数を見たもの

です【スライド①－ 7】。横軸の一番左端で昭和25年、つまり1950年ですからず

いぶん古い話ですが、高卒就職者がピークを迎えたのが1967年です。新卒の高卒

就職者数は、1980年代はだいたい60万人ぐらい推移したのですが、バブルが崩壊

した1990年以降急落していまして、現在は毎年約20万人ほどです。つまり、高卒

の就職者数は、この20年弱の間に 3分の 1になっているわけです。これはもちろ

ん、進学率が上昇したことや、18歳人口の減少による供給側の問題も要因として

あります。ただ、やはり私が非常に大きいと思うのは、高卒者に対する労働力需

要が大幅に減少しているということです。結果として、今や大卒就職者は高卒就

職者の 2倍となり、はるかに数が多くなっているという状況です。

　先ほどの話に戻りますが、就職機会が無くなり高卒者がどこに行くかというと、

大学に進学せざるを得なくなります。専門学校があるじゃないかと思われるかも

しれませんが、専門学校は「専門」の学校でありまして、何らかのスキルという

ものに特に興味が無いと、行っても面白くないし、スキルもおそらく身に付きま
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せん。「自分は何を好きなのか」ということが曖昧なタイプの学生は、やはり大

学に行かざるを得なくなります。そういう意味で、先ほど申し上げた大学への進

学率の上昇というのは、ある意味では押し上げられたものです。すなわち、イン

センティブがあって大学に引きつけられているのではなくて、行かざるを得なく

なっているという状況になっているわけです。ですから、大卒の就職機会が停滞

しているにもかかわらず、大学への進学率が上がり続けるという、非常に不思議

な現象が起こってきたわけであります。

　結果として構造的に、大卒の低位雇用（アンダーエンプロイメント）、すなわ

ち全く失業してはいないものの、一生続けられるキャリアではないタイプの就職

をする学生が非常に多くなってきています【スライド①－ 8】。この大卒の低位

雇用問題というのは、今まさに起こっている問題です。そういう意味で、グロー

バル化には 2つの側面があるわけです。非常に能力の高い層の若者を要求するの

と同時に、もう一方で、低位雇用層の若者も数多くつくります。

　では、大卒の低位雇用層はどの程度いるのでしょうか。バブル以降現在まで、

大卒者は毎年55万人ほどです。そのうち大学が把握する就職の仕方をしている学

生は、だいたい30万人ぐらい、良くて35万人ぐらいになります。逆にいいますと、
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【スライド①－7】
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3 割程度にあたる20万人から25万人ほどの学生は、大学を卒業する際に、大学が

認識するような従来型の就職をしていないことになります。

　現在は企業も、「○○大学を卒業しているあなたにはチャンスを与えません」

ということは全くありません。どこの大学を卒業していても、チャンスは与えら

れるわけです。ただ就職活動というものは、長期間にわたりますし、しかも何回

も何回も面接や審査を受けなければいけない。私たちが調査をしましたら、就職

した学生の就職活動をした企業数のメディアン（中央値）は、だいたい15社です。

ただ、15社というのはメディアンですから、多くの学生は20社、30社受けてもな

お入れない、ということが起こってくるわけです。結果として、自信喪失といい

ますか、自分に対する確信をあまり持てなくなってしまいます。それで就職活動

から後退して、最終的には就職活動をもうやめてしまう。ある意味で、自分から

ボランタリーに選択して失業してしまうといいますか、従来型の就職をしないと

いうタイプの学生が出てきます。また仮に就職しても、 3年以内に 3割ぐらいが

辞めるということがよくいわれています。

　そういう意味で、全くチャンスがなくて就職できていないというよりも、むし

ろ、表面上は自分で選択して就職してないというように見える人たちが多く出て

【スライド①－8】
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きています。しかもその人たちは、おそらく、もう 1回長期的なキャリアがみえ

る就職をするチャンスがあるかというと、非常に限られているという状況に置か

れるわけです。

　こう考えてみますと、先ほど申し上げたように、かなり構造的な問題で失業者

ができているわけですが、同時に、やはり就職する側にも問題があるのかもしれ

ない、ということが考えられます。そこで私たちは昨年、「大学教育に関する人

事担当者調査」を行いました【スライド①－ 9】。およそ8,000の事業社の人事担

当者に、「最近の大学卒業生には何が足りないのか」「実力をどう評価しているの

か」ということを聞きました。最近よく、就職には個別の職業的な知識よりも、

むしろコンピテンス（基礎的な能力）が必要である、といわれております。例え

ば経済産業省は、それを「社会人基礎力」と呼び、この力が必要だということを

いっているわけです。

　しかし、それぞれの項目につきまして、「とても高い」「やや高い」「やや不足」

「非常に不足」の 4段階で答えてもらったこの結果を見ますと、実は、読み書き

能力、論理性、対人関係能力の 3項目は、高い評価と低い評価は半々であり、全

く低いとはいえません。外国語についてはやや低い傾向が見えますが、むしろ人

東京大学大学経営政策研究センター（CRUMP）『大学教育に関する人事担当者
調査』2009、回答者数8,157　http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump

【スライド①－9】
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事担当者が問題だと感じているのは、人格的な成熟度です。つまり、「何かの能

力がある／ない」というよりも、「いろいろなことを自分でよく考えて、判断す

るという能力自体が欠けている」、という結果になります。この点は、先ほど述

べました、早く就職しても辞めてしまう、あるいは就職活動を途中で放棄してし

まう、そういったことにつながっていると思うわけです。

　もう 1つ非常に大きな変化は、大卒者の就職先が大きく変わっていることです

【スライド①－10】。これはあまり認識されていませんけれども、新規大卒者がど

ういう産業に就職したのかというのを、経年的に表したグラフになります。産業

は第一次・第二次産業、あとはサービス業になりますが、サービス業をさらに 4

つに分けてあります。 4つのサービス業とは、卸、金融保険、（狭い意味での）

サービス、公務です。このグラフを見て非常に明確なのは、やはり製造業の雇用

吸収力がガクッと落ち、それがサービス業に移っている点です。しかし、この

サービス業というのは、実は非常に雑多な業種の集まりであります。

　ここで申し上げたいことを確認しますと、大卒の就職構造というのは非常に大

きく変わっています。しかも、どのように変わっているかといいますと、専門的

な能力やコンピテンスよりも、むしろ問われているのは、人格的な能力、あるい
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はものの考え方などの基礎的な力となっています。しかも、就職先は、非常に多

様な産業でありまして、これまでの職業の概念では図れないようなものが、今急

速に増えております。そういう状況に差し掛かりつつあるわけです。

　ですから、大学教育改革の課題は、実はその対象が非常に広いわけであります

【スライド①－11】。もちろん高度戦略人材が必要なのですが、しかしもう 1つ、

フツウの学生の能力を高める必要があります。しかもそれはただの職業的な、こ

れまでの意味での専門的な能力を高めるだけではありません。新しい活動領域を

支えるような能力を持っていないと、新しい産業構造に吸収される人材にはなれ

ないということです。

　しかもその時に、能力はやはり重層的に考えなければいけない。専門知識・技

能も必要でしょうが、それに加えてさらに、いろいろな基礎的能力、すなわちコ

ンピテンスも必要です。同時に、人格的な意欲や成熟度も身に付けていることが、

今非常にクリティカルになっているわけです。

　そのような意味で、これはある意味逆説的かもしれませんが、ただ知的に教育

するだけではなくて、学生を成長させること自体が、今日の状況では非常に重要

になっていると思います。ですからグローバル化というのは、大学教育改革を非

【スライド①－11】
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常に不可欠にするわけであります。

　ただ、グローバル化の影響はそれだけでしょうか。もう一度考えてみますと、

やはりグローバル化というのは、うまく活かせば、そのような状況に対応する条

件を作っているということもいえるのかもしれません。私は、大学教育交流や大

学教育の国際化といいますが、大学教育も国際的なコンセプトの中で考えてみる

ということに、非常に大きな意味があるのではないかと思います。

■ 世界の高等教育交流
　そのように考えた上で、今、世界でどういった高等教育交流が起きているのか

ということを簡単に紹介してみたいと思います。

　1990年代の後半から2000年代の初めにかけて、世界の留学生数が爆発的に拡大

しつつあります【スライド①－12】。これはOECDの統計ですが、世界中で2000

年におよそ180万人だった留学生の数は、2005年までに270万人ほどに増加してい

ます。 5年間で1.5倍になっているわけです。ではどのような種類の留学が拡大

しているかというと、従来のタイプの留学ではなく、短期留学が拡大しておりま

出所：OECD（2007）, Education at a Glance: OECD Indicator.

5年間で
1.5倍

【スライド①－12】
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す。

　それを受けて留学を類型化してみましょう【スライド①－13】。第 1は、先端

学問を吸収するタイプの留学です。これは古典的な留学の形態でありまして、明

治の初めから、日本人は外国に行き、先端的な学問を吸収して帰ってきたわけで

あります。

　それから 2番目として、卒業後により良い就職先を見つけることを目的とした

タイプの留学もあるわけです。このタイプの留学も、東アジアを中心とした中進

国、所得が一定程度ある国ではこのようなタイプの留学も増えています。

　 3番目にくるのが短期の留学です。これは何かといいますと、大学間あるいは

学部間の交流協定の枠内で、自己負担で行われる留学です。すなわち、短期であ

りプログラムの留学でもあります。プログラム留学というのは、自分の大学の教

育課程の中に計画的に組み込まれた留学です。相手側もそのプログラムに対応し

た短期のプログラム留学が、今、急速に拡大しつつあるわけです。

　アメリカはよく留学生を引き受けるというイメージで見られていますが、実は

アメリカからの留学生数は、今、急増しております【スライド①－14】。アメリ

カからの長期の留学については統計がないのですが、多いというようにはあまり

【スライド①－13】
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思われていません。しかし、ここに出しましたように、一年以内の短期留学につ

いては統計があります。これを見てみますと、ご覧のように、1990年代の中ごろ

から急増しておりまして、10年間で 2倍以上に増加しております。これはなぜか

といいますと、短期留学が非常に重要な意味を持っているということを、大学の

側も認識してきましたし、学生側からもそういった要求が出てきているからだと

思います。

　その 1つの象徴として「サイモン上院議員外国留学財団法案」というのが出て

います。 3 ～ 4年ほど前から出ていて、下院は通っているのですが、上院で通

らないという状況です。これは、政府が出資した財団をつくって、学生の短期留

学にお金を出そうというプログラムです。

　またこれに関連しまして、イェール大学の学長であり、学生交流に熱心なレ

ヴィンという方がおります。最近では、イェール大学と北京大学と東京大学の交

流計画を強化するということに非常に熱心に取り組んでおりますが、このレヴィ

ン氏がリベラル教育における留学の意味として、「学士課程での短期留学という

のは、いろいろな意味がある。現代の社会の中で生きていくためには、あるいは

エリートをつくるためには、短期留学の経験は非常に重要である」という趣旨の

出所：US Dept. of Education. Digest of Education Statistics 2009. table 225.
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【スライド①－14】
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発言をしています。

　私は、これは、国際化の時代だから外国に行けばいいという、単純な理屈では

必ずしもないのではないかと思っております。むしろリベラル教育といっている

ところに、大きなポイントがあるのではないかと思うわけです。

　学士課程教育において、外国の経験というのは、実はかなり大きな意味を持っ

ております【スライド①－15】。短期留学では、あまり先端の学問を吸収すると

いうことはないわけですが、大きな意味があるとすれば、異文化の理解というこ

とがあるでしょう。それから、言語コミュニケーションの素地を獲得するという

こともあるでしょう。英語ができない人は、英語で授業を受けることによって、

少なくともコミュニケーションの糸口を見つけられます。これは中国語、韓国語

についても同様かもしれません。

　さらに、私がより重要だと思いますのは、これまでと違う生活や社会の体験を

するということです。先ほど申し上げましたように、現代の学生に何が欠けてい

るかといいますと、やはり人格的な成熟度です。年長者は必ず若者の悪口を言う

わけでありますけれども、それはやはりある程度真実のところがあるかもしれま

せん。それはなぜかといいますと、やはり現在の若者の生活体験が狭いからです。

【スライド①－15】
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多様である社会が、生活上は均一化していますから、体験するものが比較的狭く

なっています。それから、切実な貧困などは、表面から比較的見えにくくなって

います。それほど深い体験がないともいえます。

　また、キャリアが非常に複雑になっています。職業自体も、多様で流動的なの

で、外部からは見えにくくなっている。そうすると、何を達成していいのかとい

うモチベーション自体も、あまり明確になりません。従って、学習行動も拡散す

るということが起こっているのではないかと思います。

　それに対して私は、これまでの体験の差を補完するという意味で、これからは

外国経験というのが人格的な成長の手段として、非常に大きな意味を持つのでは

ないかと思います。

　私たちは大学生を対象とした調査を、2007年と2008年に行いました。およそ

4万人の学生、120大学を対象に調査をしております。これは、留学経験がある

学生がどういう特性を持っているのかということを、留学経験が無い学生と比べ

てみて、統計的にチェックしてみたものです【スライド①－16】。それぞれの数

字はベータ値といいまして、標準偏差を 1として、それに対する割合から、どれ

ぐらい影響があったかということを表しております。ここに数字が出ております

のは、統計的に99％の確率以上のものですから、ほとんど、かなり確実にいえる

というものになります。
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　これを見ますと、「学習時間」や「授業への参加（特にグループワークやディ

スカッションへの積極的な参加）」、「専門分野における知識・理解に対する自分

の実力」、「専門分野で問題を見つけ、解決方法を考える力に対する自分の実力」、

それから「生活全般」などの点で、短期留学の経験が、特に人文社会系の学生に

おいて非常に優位な影響を持っていることがわかります。同じことは理工農系の

学生についてもいえるのですが、保健家政系の学生については少し弱いかもしれ

ません。保健家政系は、これらの点がうまく表れないカリキュラムになっている

のではないか、と思っております。

　このデータで面白いのは、大学生活に満足であるかという点については、留学

経験者にはむしろマイナスの効果が出ている点です。つまり、外国の大学を経験

すると、自分の大学に対してはクリティカルになるわけです。これは、私が東京

大学で調査を行った際にも、全く同じ傾向が出ました。「私はアメリカの、あま

り大したことのない州立大学に行ったけれども、それでも東大よりもはるかにい

い」などと書いていた学生がいまして、自分の大学に対しては非常にクリティカ

ルでした。

　このように、留学経験はやはり学生にモチベーションを与えるのと同時に、自

【スライド①－16】



36　　大学教育開発研究シリーズ  No.12

分の大学に対して批判をし、一種の風穴を開けるという意味もあります。そうい

う意味で短期留学というのは、私は非常に大きな意味が一般的にあると思ってお

ります。

■ 東アジアの高等教育と日本
　次に、今日いただいた題である東アジアに焦点を移します。

　これは東アジアの中国、韓国、日本からの留学生の送り出しと受け入れをグラ

フにしたものです【スライド①－17】。ここから分かることですが、まず中国は、

特に送り出しが急増しております。また、受け入れも少し増加している。次に韓

国は、送り出しが非常に増加している。日本については、受け入れは拡大してお

りますが、送り出しは低迷しています。

　次はアメリカの統計で、中国、韓国、日本からアメリカに来ている学生の数を

調べたものです【スライド①－18】。これを見ますと、中国、韓国からアメリカ

に行っている学生は非常に多くなっているわけですが、日本からの学生はむしろ

少なくなっているという状況が分かります。

出所：1988,1998ユネスコ年報, 2008ユネスコ国際教育要覧

【スライド①－17】
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　これが意味していることは、留学のタイプがこの 3カ国では違うということで

す【スライド①－19】。これは 3カ国の経済発展のレベルにもよりますが、先ほ

どのタイプでいいますと、中国は「①先端科学技術、学術の吸収」のデマンド

（需要）が非常に大きい。最近中国は、このような狙いのもと、非常に多くの学

生を計画的に大学に送り出すということを始めました。韓国もこの需要はある程

度大きい。ところが、日本はこれがほとんど無くなっているわけです。

　「②卒業後の就職機会」に生かすための留学需要は、中国もありますが、特に

韓国が大きいです。韓国では、英語を身に付けることが就職の際に大きなメリッ

トになりますので、ここに非常に大きな需要があるわけですが、日本はこれも無

くなっています。従って、日本は「①先端科学技術、学術の吸収」と「②卒業後

の就職機会」をめぐる需要がこの30年ほどで下がって無くなってきたので、学生

があまり留学しないということは当然なわけです。

　しかし、「③外国社会の経験、語学の修得」に関連した需要というのは、実は

日本にとっては潜在的には大きいはずです。ただ、十分にまだ実現されていな

いということではないかと思います。中国、韓国についても、この需要は今後、

徐々に拡大してくると思います。

出所：US Dept. of Education. Digest of Education Statistics 2009. Table 418.

【スライド①－18】
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　ただ問題は、そのような需要がどこで、どの幅で、どのような枠の中で実現さ

れるかということです。先ほど世界的に留学生数は非常に増加していると申し上

げましたが、留学生は社会の中で全くランダムに動いているわけではありません

【スライド①－20】。実はかなりの部分は域内留学です。特にEUはそうなってお

ります。これはお聞きになったこともあるかと思いますが、エラスムス計画、そ

れからボローニャプロセスというものがありまして、ヨーロッパ域内での学生数

の拡大を計画的に行っているわけです。

　ところが、東アジアの域内フローというのは、実は非常に限られています【ス

ライド①－21】。ご覧になるとお分かりかと思いますが、これは、大学教育交流

に関する東アジアの域内と域外とのフローを取ってみたものであります。この中

で非常に大きいのは、中国から域外に出るものです。それから、韓国からも 8万

人ほどの学生が域外に出ています。

　域内フローを見てみますと、中国から日本に来ているフローもある程度ありま

す。ところが、日本から韓国へ、また日本から中国へのフローは非常に少ないわ

けです。中国・韓国と日本では発展段階が違っていましたから、これまでは仕方

がなかったのかもしれません。ただ、基本的には先端知識の吸収というのは一方

【スライド①－19】
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【スライド①－20】

出所：Institute of International Education. Opendoors 2007 Fast Facts. 
　　　Unesco Global Education Digest 2009 から推計

【スライド①－21】
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通行であるわけです。それから雇用機会に向けてのフローも、これまでは一方通

行でありました【スライド①－22】。

　ただ、私は短期留学について問題であったのは、これまでは域内枠組みが不在

であったことだと思います。これまで、韓国の場合には英語志向が非常に強いこ

と、中国の場合には所得の制約があること、などが問題でありました。ただ韓国

でも、必ずしも英語だけが必要だと思っている人ばかりではありません。中国に

ついても、富裕層が非常に多く出てきていますので、日本への短期留学の需要が

非常に強くなっています。

　逆に申しますと、これからは日本からも中国、韓国への短期留学の可能性とい

うのも、制度的な枠組みさえ確立されれば、出てくる可能性は十分にあると私は

思います。このような意味で、日中韓交流というのが非常に大きな注目を浴びて

いるというのはご存じのとおりであります。

　今年の初めには「日中韓大学間交流・推進会議」という組織が、政府の肝煎り

でできました【スライド①－23】。しかし、具体的な内容としては質保証の枠組

みをつくるということをいっているだけでありまして、実質的な交流の推進には

触れておりません。これは大きな問題であると思います。ただ、日中韓は近接の

【スライド①－22】
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【スライド①－23】

【スライド①－24】
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文化・経済圏でありますし、経済活動が何よりも今は相互浸透しているわけであ

ります。その中で人的な交流があるということは非常に重要でしょう【スライド

①－24】。それから、大学生にとっても、先ほど申し上げたような異文化による

刺激などは、別に英語圏に行かなければできないということではありません。む

しろ、東アジアの中で異文化の体験をすることは重要な意味を持っていると思い

ます。

　ただ、制度的な制約もあるわけです。言語、財政的な基盤、質保証制度の枠組

みというのもまだ完全にできていません。これらももちろん問題でしょう。ただ、

むしろ今のところ国際交流を行う際の最大の問題は、私は大学教育の質の問題だ

と思います。ただし、この場合の質とは、質保証の枠組みの制度の問題ではなく

て、内在的な問題、すなわち授業そのものの質です。

　日本でこう申しますと、中国、韓国の大学の質が悪いということが問題である

かのように受け取られることが多いですが、実は私は日本の大学の教育の質の方

が問題ではないかと思っております。先ほど申し上げました私たちの調査で、学

生たちに週当たりの勉強時間を聞きました【スライド①－25】。これはカリフォ

ルニア大学で同様の調査をやっていまして、それと比べられるようにしたわけで

データ：東京大学　大学経営政策研究センター（CRUMP）
『全国大学生調査』2006-8年、サンプル数44,905人
http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/

【スライド①－25】
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すが、正方形のポイントのグラフが日本の全国平均です。そして、円のポイント

のグラフが東京大学の学生、三角のポイントのグラフがカリフォルニア大学の学

生の勉強時間の平均であります。横軸に 0時間、 1 ～ 5時間、 6 ～ 10時間と

取っていきますと、明らかに日本の大学生というのは、勉強時間が少ない方に

偏っています。東京大学の学生は平均よりも少しいいかもしれませんが、決して

自慢できる勉強時間ではありません。

　やはり大学教育の質というのは、基本的には大学生がどれぐらい勉強に時間を

使うかだと、私は思います。それによってインパクトを測ることができると思う

のですが、そのような意味で、日本の大学教育というのは、形式的にはどうであ

れ、実質的な質がやはりかなり問題であるといえます。そう考えますと、短期留

学というのは、送り出すことによって日本の学生自身がメリットを受けるところ

もありますが、受け入れた学生に対してどのような質の教育をできるかどうか、

大学側の姿勢も非常に大きく問われることになるわけです。

■ おわりに―国際交流がもたらす大学の課題
　もう時間になりましたので、結論を申し上げますけれども、留学生交流につい

て、これからいろいろなことが進展してくると思います。既にいろいろな政策が

出されておりまして、例えば、留学生30万人計画、グローバル30、先ほど申し上

げた日中韓交流などがあります【スライド①－26】。ただし、これは一昨年、去

年と政権が変わると同時に大きく変わっておりますので、うまく使うことは重要

だと思いますが、実はあまり当てになりません。

　むしろ、私は、大学自体が何をするかということが非常に大きく問われると思

います。特に送り出しに関しては、日本での教育課程の中に組み込んだプログラ

ムとして、一貫性を持った送り出しをすることが重要でしょう。リスク管理も当

然必要になってきます。同時に、受け入れに関しても非常に大きな問題がありま

す。私は、東京大学を今年の春で辞めましたが、東京大学で英語の授業をつくろ

うとしました。実は東京大学には英語で授業ができる先生はたくさんいるのです

が、「アメリカの大学と同じような授業をしたら、つぶれてしまう」というので

す。つまり、アメリカの大学と同じようなことはできないというわけです。それ

は、明らかにいってはいけないだろうと思います。日本の学生であればいいので
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しょうか。しかし、そういう意味で、受け入れというのは、日本の大学の教育の

質に大きな風穴を開ける、あるいは刺激を与えることになると思います。

　もちろん、教員の負担を増やせばよい、という問題でないことは事実です。し

かし、これまでの日本の大学教育が良かったのかどうかが、大学間交流を行うこ

とによって問われることになります。それは、アメリカの大学との交流でもそう

でしょうし、東アジアの中の交流でも全く同じことがいえるのではないかと思い

ます。そういったプログラム型の交流については、この後の尾﨑先生のお話で具

体的な事例をご紹介いただけるようですから、私はこれ以上申し上げません。私

のお話で申し上げたかった点としましては、現代において、交流はやはり必然で

あり、やらざるを得ない。そして交流は、日本の高等教育全体の課題に応えるた

めに必要であるし、また、そのための一種の機会を与えてくれているということ

であります。その中でそれをどう活かすかというのは、やはり個別の大学に問わ

れている挑戦なのではないかと思います。少し長くなってしまいましたが、私の

話はこれで終りにさせていただきます。どうもありがとうございました。

【スライド①－26】



グローバル化に対応する大学教育の在り方

大学教育開発研究シリーズ  No.12　　45

グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
す
る
大
学
教
育
の
在
り
方

東
ア
ジ
ア
の
高
等
教
育
と
日
本

■ 質疑応答
　松本　金子先生、ありがとうございました。40分間という短い時間ではありま

したが、さまざまな情報をご提示いただき、そして数多くの示唆をいただきまし

た。

　個人的には、グローバル化が高度な人材のニードを高めると同時に、大卒者の

雇用の減少を生むという二重構造を創出していること、またグローバル化により

大学教育の質の保証、およびその改革が必然的に起きているということ、が非常

に印象的でした。加えて、学士課程教育における短期留学には大変意味があると

いうようなことなども、私どもがなかなか気付いていないことだったのではない

かなと思います。

　さらに、東アジアの大学との短期留学プログラムに可能性があるという点や、

日本の大学の教育の質を高めていく必要があるという点、大学生がもっと勉強で

きる学習環境をつくっていかなければならないという点など、とても示唆に富む

お話でした。

　時間の関係もございますが、何かご質問があれば、ここで少しお受けできると

思います。大学生の方々もご質問していただいて結構でございますので、よろし

くお願いします。

　質問　立教大学のAIIC（the Asian Institute for Intellectual Collaboration）

で勤務している者です。私は、大学院留学以降20年間現地におりまして、去年の

9月に帰ってきました。日本を今、少しずつ観察しているところなのですが、内

向き思考であるということを、学生だけではなくて、日本全国を見て非常に感じ

ています。そこで、何が起こっているのだろうかということについて、金子先生

のお話を聞いて、だいたい総括的に理解させていただくことができて、大変あり

がたく思っております。

　私には、世界中の人々が、例えばカルチャーショックを受けることができれば、

もしかしたら世界が平和になる、戦争や紛争が少しでもなくなるのではないかと

いうような持論があります。しかし、統計的にもはっきりしているような、日本

人の、特に学生の内向き思考というものを改革していく、変えていくためには、

大学の授業や講義の質を高めることに加えて、ほかにどのような方法があるので
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しょうか。どういうことをしたら日本の大学において、学生が外に向けてもっと

視野を広げて交流を深めていくことができるのかという点をアドバイスいただけ

ればと思います。

　金子　内向き思考は、たぶんその通りです。このごろ、日本からの留学生が

減っているということは、あちらこちらで認識されるようになっていまして、危

機感が出ておりますが、私は、これは 1つの段階だと思っております。

　これまで日本からアメリカに留学していたのは、学術的な水準がアメリカの方

が高い、それから、日本にはない分野があるという理由でした。これらの理由に

より留学生の数が大きくなっていたのだと思うのですが、そのような分野がだん

だん少なくなってきているという点は事実だと思います。ですから、そういう意

味では内向き思考にならざるを得ません。ただ、これは新しい経済発展の段階だ

と思います。例えば、イギリスやアメリカ、フランスなどでも、実は留学生の数

が一時減っていたのです。そういう意味では必然的に、私のタイポロジー（類

型）でいえば、①や②のタイプの留学生の数が減っているのだと思います。

　しかしながら、③のように新しいことを経験するということを政策的に進めて

いくことによって、短期留学をする学生の数が今、爆発的に増えてきています。

しかも政策とはいいましても、枠組みをつくることによって、自分でお金を出し

てでも行くことが重要だということが分かってくれば、お金を出して行く学生た

ちがだんだん増えてきます。アメリカでも、先ほど申し上げましたように、短期

留学を政策的に推進して、それに呼応して需要が出てきたことにより、留学生が

増加していきました。やはり私は、これは放っておいたら直るという類の問題で

はなく、社会的にそういうような必要性を理解した上で、特に大学がその先頭に

立つべきだと思います。

　少し話が脱線して申し訳ないですけれど、企業は、フツウの大学生の国際化は

考えていません。一番考えているのは、やはり企業に役に立つ人材をどう獲得で

きるかです。留学生30万人計画、あるいはグローバル30の計画ができる過程では、

企業がかなりプッシュしたといわれています。企業の発想は、留学生を連れてき

て、優秀な学生がいたら、その学生を自分たちの会社で使うというものです。そ

の留学生たちは日本語もある程度できるようになるでしょう。日本にいる学生の

タレントは限られていますから、むしろ非常に広い地域から、それこそ東アジア
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から高いタレントを連れてきて、日本の大学に入れて、その人たちを使うように

なります。もし育たなければ、その人たちには帰ってもらう。私はビジネスの悪

口ばかりをいっているわけではありませんが、経済団体はこのような発想であり、

日本の、特に大企業のマニファクションレセプターはかなりそういう発想が強い

というのが正直なところだと思います。彼らにとっても競争力を維持するために、

そのように考えるわけです。

　しかし、長期的には、それでは良くないと思うのです。日本の社会にとって良

くない。ある意味では非常に危ないことになってしまいますので、そこを誰が補

うのかといえば、それはやはり大学だと思います。大学が社会全体の長期的な

ニードをきちんととらえて、そのまま先頭に立っていくということが必要だと思

います。お答えになっていないかもしれませんけれども、私はそのような意味で、

大学の役割は非常に大きいと思っております。

　松本　ありがとうございました。まだまだご質問を受けたいのですが、お時間

になりましたので、金子先生には、尾﨑教授のご報告の後にまた登壇していただ

いて、皆さまからのご質問をお答えいただければと思います。

　それではここで後半の部に移る前に、少し準備の関係がございますので、 5分

間休憩させていただきたいと思います。皆さま帰らないように、よろしくお願い

します。金子先生、どうもありがとうございました。
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　松本　それでは準備が整いましたので、後半のご報告に移らせていただきたい

と思います。ご登壇いただくのは、私の同僚の尾﨑俊哉経営学部教授です。タイ

トルは「立教大学経営学部　グローバル人材育成の取り組み」でございます。

　尾﨑教授につきまして、簡単にご略歴をご紹介します。ご専門は国際経営です

が、学部は、上智大学文学部哲学科をご卒業されているということです。私も今

日初めて知り、驚いております。その後、オーストラリア国立大学大学院、ジョ

ンズ・ホプキンス大学高等国際問題研究大学院を修了され、さらにジョージ・ワ

シントン大学にて国際関係論でPh.D.を取得されております。

　また、日本IBMに20年近くご勤務され、2005年 4 月に立教大学社会学部産業関

係学科の教授になられ、2006年 4 月に経営学部が開設されると同時に、国際経営

学科長に着任され、今年の 3月まで務められました。この 5年間、先ほど金子先

生から非常に重要だというお話がありましたが、経営学部の交換留学プログラム

の協定を結ぶのにご尽力されました。また最近では、来年の 4月に開設される予

定のMaster of International Businessという、英語だけで学べる大学院課程

の開設にご尽力されております。

　ということで、経営学部がどのようにグローバル化を進めてきたのかをよくご

存知ですし、専門科目の約 7割を英語だけで指導しているというカリキュラムを

つくられたご本人でもございますので、その点についてもお話があると思います。

それでは、尾﨑教授、よろしくお願いします。

　尾﨑　尾﨑です。今ご紹介にあずかりまして、若干緊張しております。今日私

立教大学経営学部
グローバル人材育成の
取り組み
経営学部教授

尾﨑 俊哉 氏

［報告］
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がいただいたテーマは、あくまでも本学経営学部の取り組み、事例のご紹介です

ので、先ほどの金子先生の非常に大きなマクロのお話からはずいぶんと差がある

ものになってしまいます。しかし、やはり物事には大きなお話、すなわち鳥の目

のお話と同時に、虫の目の話というのも大事です。両方を合わせて現実というも

のを考えていくことが重要だろうと思いますので、その参考にしていただければ

と思います。

■ 経営学部の取り組みの前提
　本日は、 2つの観点で、経営学部が取り組んでいる国際化の事例紹介をさせて

いただきます【スライド②－ 1】。最初に、なぜ経営学部が国際化を重要な教育

上の課題と位置づけるに至ったか。国際化の背景、あるいは前提をお話申し上げ

ます。次に、実際にどのようなことをやって、国際化を目指そうとしているか。

単なる科目の羅列ではなく、学生を国際化するという目標に対して、我々はどの

ようなカリキュラムのロードマップを作って、実現を目指しているかについて、

紹介させていただきます。

Ⅰ．本学部の取組みの前提：

【スライド②－1】
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　まず、前提についてです。「どうせ経営学部だから、目先のニーズに合わせて、

大学といいながら就職予備校化したプログラムを作っているんだろう」とお考え

かもしれません。あるいは、「最近の若者は『資格、資格』というので、資格を

たくさん取得できるようなプログラムをつくった結果、国際化したプログラムに

なってしまったのではないか」とお考えかもしれません。

　しかし、私たちは立教大学の一翼を担う学部として、大学（高等教育）は、真

理探究の場であると思っております。これは研究機関としての大学の使命です。

その研究の上に、学生が人生を切り開いていく力を養成する場であり、社会とか

かわり、社会に貢献できる力を身につけていく場として、教育を行う使命を持っ

ています。もちろんそのいずれの面でも、立教大学のミッションがベースにあり

ます。これは、キリスト教に基づいて、人格を陶冶し、文化の進展に寄与すると

いうものです。

　学部開設にあたって、このミッションステートメントの上に、我々は経営学部

としてどういう取り組みをするかを考えました。私自身は2005年に経営学部開設

準備室で採用されましたが、その開設準備室で、我々はどのように経営学部をつ

くっていくか、という議論を皆で始めました。「学生が活躍する21世紀とは、ど

のような社会なのだろうか」、あるいは「そこでどのように貢献できる人材が必
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要になるのだろうか」という問いをめぐり、先ほどの本学のミッションステート

メントを経営学部のなかで改めてとらえ、高等教育の役割を再認識しながら、皆

で議論を進めていったのです。

　私たちは、大きく 2つのポイントがあると考えました【スライド②－ 2】。第

一に、我々の学生が直面する社会というのは、おそらく、複雑かつ高度で知識集

約化された社会だろうという点です。もう 1つは、グローバルに相互依存してい

る社会という点です。従って、先ほどの話でいえば、「そのような社会にあって、

自分たちに何ができるのかを考えられるような学生を育てたい」、あるいは「そ

のような社会で役に立つような学生を育てたい」と考えました。

■ グローバル化する社会の現況
　ここから若干ギアを変えて、この複雑で高度化された知識集約社会、あるいは

グローバルに相互依存する社会について、もう少し具体的に考えてみたいと思い

ます。ご覧いただいておりますのは、日本経済新聞からのデータです【スライド

②－ 3】。これによれば、上場企業の2009年度の売上の46％が海外での売上です。

Ⅰ．本学部の取組みの前提：

【スライド②－2】
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この数字を見て、何をお考えになられるでしょうか。

　実は学生に同じデータを見せたのですが、たいした反応がありませんでした。

そこで私はまず学生たちに対してこういいました。「46％という比率は、この数

年以内に、つまりきみたちが大学を卒業していく時期までに大きくなりこそすれ、

小さくなることはない」と。少子高齢化や人口減少などから、海外で売上を増や

していかなくては日本の企業は成長が望めません。企業の国際化は、避けたくて

も避けられないのです。そしてさらに、「もし普通のまともな会社であれば、海

外売上の比率と同じぐらい、外国人がその会社で働いている可能性がある」とも

指摘しました。海外で売り上げを伸ばすためには、海外の市場をもっともよく

知っている人たちが仕事を担う必要があるからです。例えば一番上にある川崎重

工業ですが、現在、海外売り上げの比率が半分以下です。これが、10年後に 3分

の 2を海外で売り上げるということになるとすれば、どういうことがおこるので

しょうか。おそらくそのときには、川崎重工業の社員の 3分の 2程度は外国人と

なるでしょう。つまり、社員の過半が日本人以外となると予測できるのです。10

年先というとかなり先の話のように思いますけれども、学生たちにとっては、入

社して 6、 7年の話です。これが第一のポイントです。

海外売上高比率 
（2010.6.1：日経新聞）

【スライド②－3】
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　第二のポイントは、学生たちが、社会に出て10年後、20年後、つまり今から15

年から25年後にそのような企業で責任ある立場に立って仕事をするための必要条

件についてです。

　このビデオクリップは、先々週に報道された、「ユニクロが社内公用語を英語

とすることになった」というニュースです【スライド②－ 4】。いくつかの、い

わゆるおじさんのブログで大反響でした。大反響といっても、正確には超パニッ

クを引き起こしているニュース、ということです。この前後には、楽天でも英語

が社内の公用語になる、というニュースがありましたので、「もうたまったもん

じゃない」というコメントが、多数書き込まれています。その中には個人的な拒

否反応もあれば、経営者の観点からの冷静な反応もあり、いろいろな面白いコメ

ントもたくさん寄せられていました。

　ユニクロは、現在、売上が 1兆円を超えている非常に大きな会社です。皆さん

おそらくご存じだと思いますが、もともと山口の、現在はもうシャッター通りの

駐車場になってしまっているところから始まった、地方の小さな洋服屋さんでし

た。しかし、優れた経営を重ねることによって、日本を代表する世界的な企業に

なっています。その成功の秘訣の多くは海外に依存しています。海外での生産を

ユニクロや楽天が、英語を公用語に

【スライド②－4】
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国内の顧客のニーズと巧みに結び付けることで、急速に成長した会社です。しか

し国内での成長に限りが見えてきて、これからは海外市場にも果敢に打って出る

ことになりました。そのためには、企業の公用語を英語にする必要が出てきたわ

けです。

　第三のポイントは、最近の 2つの日経新聞の社説の見出しから始めたいと思い

ます【スライド②－ 5】。一つ目は、ユニクロのニュースと前後する 5月10日の

日本経済新聞の社説のタイトルです。これは日本板硝子が今年 5月の役員会で、

外国人の社長を実質的に 2代続けて選んだことを取り上げたものです。先ほどの

金子先生のお話にもありましたけれども、日本板硝子では単に売上の過半が海外

市場だから、それを担う外国人をマネージするために経営を外国人に託すという

話ではなく、日本人だけでは得られない異質な考え、あるいは多様化する市場に

対してよりダイナミックに対応するための能力を探していたら、適材者が日本人

の中にいなかった、ということだったそうです。この点をめぐって、社説では、

日本企業の経営のあり方に大きな示唆と挑戦を与えていると指摘されています。

　もう一つの見出し、「英語は企業人の必須科目に」は、 7月 8日の日本経済新

聞の社説です。この社説は、日本の産業の将来を考えると、学校での英語の勉強

【スライド②－5】
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を、企業のニーズともう少し密接に政府の教育政策のレベルで結びつける必要が

ある、という話でした。日本経済新聞は、日本の経済界に非常に強い影響力があ

る新聞ですし、多くの経営者が読み、また彼らの声を代弁している新聞でもあり

ます。その新聞でこのような社説が出てくることが、おそらく日本の産業界の今

おかれている状況を映しだしているといえるでしょう。

■ 企業の国際化と組織形態の変化
　さて、日本の会社がそのようにしてグローバルに展開するといったときに、ど

ういう日本人が外国で活躍しなくてはならないのでしょうか。そのことを具体的

に考えるうえで、ご覧のような、日本企業の典型的な組織図は、興味深い問題点

を映し出しており、参考になります【スライド②－ 6】。何かといいますと、ま

ず、日本に本社があり、その下に、いろいろな事業部門があります。そして海外

は、アメリカ、ヨーロッパ、中国、アジアなど、各地に支社がある、というわけ

です。

　では、日本人社員は海外に行ってどのように活躍するのでしょうか。まずは、

経理・財務 経理・財務 経理・財務 経理・財務

日本企業の国際化

【スライド②－6】
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各支社の支社長になる、あるいは、現地の方に支社長を任せる場合は、支社の

No. 2 を日本人が務め、現地の社長を支えるというか監視する、というケースが

あります。

　それ以外はどんなポストでしょうか。もしその会社が製造業であれば、製造に

おける管理者、ならびに技術移転のための技術者です。製造業の場合、現場の技

術者まで海外へ行くことがあります。なぜかといいますと、日本的なものづくり

を緻密に教えて、技術や品質管理のノウハウを移転していく必要があるからです。

ですから、このような人たちが、海外に数年間、派遣されることになるわけです。

　日本人が活躍するポストはまだ他にもあります。現地の会社がだんだんおかし

くなってきたら、あるいはあまり儲かっていないとなったら、すぐに本社から

送り出されるのが経理や財務部門の人間です。「現地の支社長に任せてはいるが、

彼らは本当にきちんと経営しているのか」というのをチェックしなければいけな

いということで、いわゆるお金のチェックを日本人がしに行く、ということです。

　しかし逆に考えますと、このように限られた部門だけ日本人が担って、あとは

現地の人に任せればいいというのが、これまでの日本企業の国際展開でした。こ

のやり方で、多くの日本の企業が、先ほどお見せした50％近くまでの海外売上を

実現してきたわけです。

　実は、先ほどの日本経済新聞の記事にあった、海外売上比率を50％から60％に

するという話と、この組織図をめぐる話がつながっていて、現在、困った状況に
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あります。皆さんが仮にアメリカ人だとしましょう。日本の会社の米国支社に

入ったとします。こういう会社に入って、長く面白く仕事を続けられると思われ

ますか。

　あまりピンとこないかもしれませんが、普通は面白くありません。なぜでしょ

うか。支社長を含め、重要なポジションは日本から送られて来る日本人で占めら

れるため、昇進のチャンスも限られています。また、日本から送られてきた社員

で、優れたリーダーシップを発揮し、英語で十分なコミュニケーションをとって、

外国人を縦横に使いこなせる人材はさらに少ない。従って、あまり尊敬もできな

い日本から来た上司のもとで、悶々と働くことになります。さらには、海外のス

タッフは日本の同僚と同じかそれ以上の能力を持ち、それ以上に仕事をしても、

日本の本社の中枢で活躍するというチャンスも、ほとんどあり得ません。一生懸

命に働いても、あくまで現地のローカルスタッフです。だから、モチベーション

も上がらない。

　ですから、現在、海外で展開していて40％、50％の海外売上比率を占めている

日本企業の多くで、現地の優秀な人材を確保するのは至難の業です。50％の海外

売上比率を60％、70％に増やすのに、今までのやり方をそのまま続けていたので

は駄目だというのも、日本の経営者は分かっています。トップになればなるほど、

日本企業が直面している困難を実感しているのです。

　これと同じことは、欧米の多国籍企業で、20 ～ 30年前に既に起こりました。

先ほどの日本企業の典型的な組織図というのは、アメリカやヨーロッパの代表的

な多国籍企業がかつて海外展開した際の組織図だったわけです。欧米の多国籍企

業は、このような問題に直面して、最初に現地のトップを現地人に任せる「現地

化」を進めました。これだけでも、日本企業より20年から30年、先んじているわ

けです。しかし、現地のトップを現地人に任せるだけでは、根本的な解決になら

ないことは、ご想像いただけるとおもいます。単に現地の社員の狙える高いポジ

ションが一つ、空いただけなのです。

　では、多国籍企業はその後何をやったのでしょうか。これは90年代はじめに、

アメリカの会社が始めて、結果的に大変苦労したビジネスのやり方です【スライ

ド②－ 7】。これは何かといいますと、支社と事業部をマトリクスにした組織図

です。このようにすることで、いろいろな仕事の仕方を複雑にコントロールし、

現地の方たちにより多くのチャンスを与えると同時に、単に「本国から行った支
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社長の下でやる直轄植民地」式のやり方ではない、新しい仕事のやり方で、世界

的に人材を活用しようとしたのです。しかし、結果的にこれで何が起こるかとい

えば、 2人の上司、たとえば事業部門の上司と米国支社の上司という対立する上

司の利害調整で、莫大な内部コストがかかる、ということがわかり始めました。

　そこで、今やり始めたのがクラウド組織です【スライド②－ 8】。皆さんも最

近新聞などで、IT関連で「クラウド、クラウド」といわれているのは聞いてい

らっしゃると思います。クラウドというのは、外から見るとよくわからないけれ

ども、中でやっていることが何かというと、伝統的な組織の壁にとらわれずに最

適化するということです。要は、どこの会社のどこの部門に配属されていたとし

ても、このクラウドのネットワークの中で適材適所で仕事をすることになります。

　ただ、これができるようになるためには、 2つのことが必要です。一つは、組

織のインフラといいますか、仕掛けが必要です。全世界でだれがどのような仕事

をしているかを把握し、新しい仕事では国境や組織の壁を乗り越えた適材適所の

チームを作るための制度です。その上で、そのような企業組織の中で、いつもの

同じような面子だけではない、国籍、年齢、性別や文化の違う新しいメンバーと

仕事をしていくための能力が、一人ひとりの社員の方に備わっている必要があり

欧米の多国籍企業①：マトリクス組織

【スライド②－7】
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ます。

　個人的な話で恐縮なのですが、私は本学に就任する前には、IBMの東南アジア

本社で仕事をしていました。そこでは、まさにこのような仕事の仕方を取り入れ

始めておりました。それで何が起こったのかといいますと、シンガポールに会社

自体はありますけれども、そこにいる社員は、インド人やインドネシア人、オー

ストラリア人、ごく一部にアメリカやヨーロッパ出身の人々、ということになり

ました。要は、社員の出自に関係なく、「その地域のIBMをどのようにマネージ

するか」という点から人材配置の最適化を考えるのです。

　そこで何が起こったかというと、日本人はなかなかそういう仕掛けの中で活躍

できません。その理由はいくつかありますが、その 1つが言葉の問題です。また、

多様な文化の中で仕事をするノウハウを、普通の日本人はなかなか持っていない

という点もあるでしょう。しかし残念ながら、多くの多国籍企業は現在、このよ

うな組織で、会社の中の人材のクラウド化、グローバルな適材適所、ということ

を進めている、そして日本以外のアジアの優秀な人材は、その流れの中で活躍し

ている、という状況です。

　この図は、まだ最終的なものではありませんが、私が現在、複数の研究者と共

欧米の多国籍企業②：クラウド組織

【スライド②－8】
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同研究を行っていて、分かってきたことです【スライド②－ 9】。企業の国際化

を横軸に置くと、最初は先ほどのシンプルな組織図にあるような現地販社があり、

その延長で製造もおこります。その次にマトリクスというのがあり、それから今、

クラウドに進みつつあるという話でした。縦軸に企業の業績をとると、図のよう

な関係があるのではないか、ということがわかり始めてきたところです。

　具体的に申しますと、最初のうちはもちろん初期投資をしますので、儲かりま

せん。ですから一旦、線が下がっています。でもその後は、日本の会社が多く取

り入れている、単純な国際展開で、企業は国際化の果実を得て、業績を伸ばすこ

とができます。組織としては比較的簡単でシンプルなやり方ですから、儲かり始

めるわけです。海外製造も行えるようになります。今は日本の企業の多くがここ

まで至り、海外売上比率が50％ぐらいまで届き始めました。

　その後が問題になるわけです。ソニーや一部の先進的な日本の会社は、組織を

マトリクス型に移行しようとして、苦労されています。業績が下がり始めたので

す。なぜかといいますと、先ほど申し上げたように、複雑なマトリクス組織の中

で調整するための内部コストが非常にかかるからです。その後、欧米の会社は国

際化を進め、マトリクス型組織の困難を改善し始めているという現状があります。

企業の国際化と業績

【スライド②－9】
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　ここから推察いただけるように、現在、日本の企業の多くはグラフ中ほどにあ

る星形のポイントのどこかにいて、欧米の多国籍企業のような国際化の段階に

至っていないばかりか、国際化を進めることで得られる業績上の果実も十分に得

ていないことがわかります。もちろん、日本の企業が欧米の企業とは違う独自の

国際経営の方法を編み出して、多国籍化を違った形でやるかもしれません。しか

しそうならなかった場合には、先ほどのグローバルな適材適所という組織の中で

日本人が活躍する、あるいは日本の会社をそのような組織にしていく必要性があ

るということです。

　このスライドは、企業の国際化と人材要請に関する 2つのやり方を比較したも

のです【スライド②－10】。簡単にいえば、これまでの日本の会社の海外化に関

しては、ごく一部の部門だけに日本人を送り込むという形でした。これを我々は

インターフェース（通訳）型と言っています。現地と日本の本社との間に立って、

本社の方針を現地に伝え、現地の動向を本社に知らせる、いわば「通訳」の立場

です。

　先ほど申し上げましたように、このやり方でも海外売上比率50％ぐらいまでは

達成できます。しかし海外売上をそれ以上に増やそうと思ったら、当然、全社員

人材の要請

【スライド②－10】
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の 6割、 7割が日本人以外になってきます。先ほど申し上げたように、今の日本

の会社のやり方では、日本人以外の社員は、現地のローカルスタッフ扱いで、自

分の能力をフルに生かして働きたいと思えない状況でした。そのような社員が全

社員の 6割や 7割いて、健全で効率的な企業経営ができるでしょうか。また、さ

らに難しい目標や、より高い目標を効果的に実現できるでしょうか。すると、こ

れはやはり、今までの仕事のやり方を変えていかなくてはならない、ということ

になります。

　では、どのようなやり方をすればいいでしょうか。一つの考えは、例えていえ

ばイチローや中村俊輔のように、「海外のチームでも活躍できるし、日本のチー

ムでも活躍できる」という人材です。現地企業のトップや重要なポストに就くの

は、本社から送られてきたから、ではなく、現地の社員も尊敬できるような優れ

た人材として、そのような重要なポストでリーダーシップを発揮できるから、で

ある必要があります。先ほどの金子先生のお話の中にあった、いわゆる国際的

なグローバル化に対応できるトップレベルの人材ということになるでしょうか。

我々はそのような人材になりうる学生を育てたいと思いまして、海外にある我々

と「ピア」の大学はどのようにやっているのだろうか、と調べてみました。

■ グローバル化と経営学教育
　このような前提を踏まえ、具体的に、どのように経営学教育を国際化すればよ

いのでしょうか【スライド②－11】。まずは言語に関するものです。企業の直面

するグローバル化の課題が、経営学教育での前提として共有されており、仕事の

ために必要な言語として英語が必須と位置づけられているのです。最初から英語

で教育のできるアメリカは別として、少なくとも欧州と東アジアに関しては、自

国語に加えて英語が経営学教育での基本言語になってきました。ヨーロッパ、特

にフランスとドイツは、最近まで日本以上に自国語に固執した教育をやっていま

した。ところがここ10年、急速にこの状況が変わりつつあります。日本の10倍も

人口がある中国でも、ビジネスのグローバル化のなかで経済成長していく必用か

ら、英語が極めて重視されています。これが 1点目です。

　それからもう 1点は、先ほどの金子先生のご指摘にある、教育プログラムの中

身の国際化を、海外の各大学が急速に進めています。ヨーロッパには、先ほどお
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話が出たボローニャ協定や、経営学に関連したEQUIS（エクイス）認証があっ

て、カリキュラムの国際的な通用性や、国を越えた学生や教員の交流を促進して

います。他方で、面白いのがアジアです。今、中国を含むアジアでは、アメリカ

やヨーロッパの国際認証を使って、自国のカリキュラム、あるいはプログラムを

一気に改革しようとしています。

　さて、教育の中身についてですが、この 5年、10年で日本の企業は大きく国際

化を進めながら変わっていかざるを得ませんので、そういう日本企業が求めてい

る人材を養成することが、短期的な学部の教育目標としてあげられると思います。

　しかし長期的には、我々は高等教育として、あるいは立教大学としての使命の

上に、不透明な時代に一人ひとりの可能性を大きく発揮できるような、自律的な

力の養成をコアに置いた教育をしていかなくてはいけないと考えています【スラ

イド②－12】。「ここ 3、 4年だけ通用するが、その先では役に立たない」という

教育を大学がやってはいけません。やはり学生たちのこれから何十年もの人生の

ベースになる部分と、グローバル化というのをどのように結びつけていくかが重

要である、という話です。

海外の経営学教育の動向

【スライド②－11】
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■ グローバル社会で活躍できる人材の育成
　従って、経営学部を作った際に、ミッションと教育の成果を、立教のシステム

を前提とした上で掲げたわけです【スライド②－13】。これは学部のホームペー

ジにも載せていますが、大きくいって 2つあります。 1つめは、グローバルな世

界で自律できる人間力、教養、価値観を備えることです。ダイバーシティ、多様

性、さらにグローバルな視野、語学力、それからリーダーシップが鍵となります。

成果の 2つめは、経営学に関する専門的な知識を身につけることです【スライド

②－14】。もちろん学科により少し異なりますが、この 2つを、経営学部の専門

知識とともに 4年間で身につけ、これらを使って活躍できるということを、具体

的な学部教育の目標として掲げました。

　これを、具体的なカリキュラムに、どのように落とし込むか。まず、教養教育

という立教の伝統があります。この教養教育をベースに、その上に専門教育を積

み上げる。普通、大学の学部教育はここで終りです。

　しかし我々は、教養教育の上に、横軸に専門教育を、縦軸に語学、リーダー

シップ、異文化理解のプログラムを置いて、マトリックスで体系的に教育を行う

本学部の取組みの前提：

【スライド②－12】
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経営学部の教育目標

【スライド②－13】

目標実現のアプローチ

【スライド②－14】
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こととしました【スライド②－15】。大事なことは、先ほどのクラウドではない

ですけれども、教養教育、専門教育に加えて、グローバルなリーダーシップ教育

が、一人ひとりの学生の中で有機的に結びつくように最適化した教育を展開する

ことです。

　具体的にいいますと、例えば、ビジネスのケースの教育を専門教育としてやる

際には、リーダーシップや異文化理解や語学と専門科目との連携を教員に考えて

もらう、ということを心掛けています。たとえば国際経営学科の専門科目では、

最初から専門科目と語学を結びつけて、英語で専門の科目を展開してもらう、と

いうことにもなりました。あるいは別の科目、例えば、人事論や組織論に関して

いえば、人事論や組織論について専門の観点からを考えると同時に、リーダー

シップという観点からも考える、ということを実現しました。

　さらに異文化理解に関しては、どの科目においても、学生たちが狭い考えを持

たないよう、自分たちの考えとは違う考えの学生に常に入ってきてもらうように

しました。ですから我々は、交換留学を、異文化理解やリーダーシップや語学力

に関する非常に重要なツールとして位置づけました【スライド②－16】。例えば、

私のゼミは25名の学生がいますが、そのうち10名は日本人以外で、北欧、北米、

目標実現のアプローチ（概念図）

【スライド②－15】
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東南アジアから本学へ来ている交換留学生です。残り15名が日本人です。

　そこで何が起こるかといいますと、まず、ディスカッションのパワーで日本人

は負けてしまいます。これは、最初に日本人学生がやられるところです。東南ア

ジアの学生たちも、非常に積極的にディスカッションします。そこから、「なぜ

自分たちは、同じ教科書を読んでも意見がいえないのか」、「どういう勉強をして、

何をいえば、彼らは尊敬してくれるのか」ということを、日本人学生たちは必死

になって考え始めます。専門教育と、異文化理解やリーダーシップや語学が結び

ついているというのは、このようなかたちのなかで実現しているのです。

　細かい話は省きますが、要は、このようにカリキュラムをモジュール化して、

語学教育を主とした部分はどこか、専門教育を主とした部分はどこか、というこ

とを考えました【スライド②－17】。より語学教育に近い部分はBBL（Bilingual 

Business Leaders Program）といいまして、司会の松本先生が責任者をな

さっていらっしゃるプログラムです。それとは別に、今度は専門教育の観点から、

先ほど申し上げたように語学やリーダーシップや異文化理解といかに結びつける

か、という部分もあります。これに関しては専門教育の先生方に、語学の先生方

に対してアプローチし、協議をしていただくということをやっています。

異文化理解・リーダーシップ

【スライド②－16】
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■ 海外留学プログラムの推進
　その上で、リーダーシップ教育と異文化理解の観点から、海外留学に非常に強

く力を入れています【スライド②－18】。実は、我々は半年間や 1年間の留学を

長期といっていたのですが、今日、これは短期と呼ぶということを金子先生のお

話から学びました。我々のところでは、 1年生の夏休みに送り出す 1カ月の留学

プログラムを短期と呼んでいました。それはともかく、少なくとも我々は、正規

交換留学を、400人近くいる学部の学生の10％、すなわち40名程度を、国際経営

学科の学生に限っていえば20％にあたる学生を留学に送り出しています。我々の

場合は、送り出しの学生数と同数以上の学生が交換留学生として向こうから来て、

立教で学びますので、結果的に、留学に行かない学生たちも異文化にエクスポー

ズされる（さらされる）ようなプログラムをやろうとしています。

　留学に関して、もう少しだけ時間をとってお話させていただきたいと思います。

本日は国際センターの方もいらっしゃるかもしれません。もしいらしたら、これ

はあくまでも経営学部の観点からの話だということでご了解いただきたいと思い

ます。私が本学に着任した2005年に、「国際化をやってくれ」と頼まれて調べま

【スライド②－17】



70　　大学教育開発研究シリーズ  No.12

したら、当時の立教大学全体の協定校というのは28ありました【スライド②－

19】。送り出しは、毎年40 ～ 50名ほどだったと思います。2005年当時の立教大学

の学生数というのは、だいたい15,000名ほどですから、この数字を割ってみます

と、 1学年当たりで留学に行く学生というのは 1％ほどになります。これはもう

本当にマイノリティです。さらに、受け入れ学生数は、送り出し学生数を大幅に

下回っているうえに、毎年かなり劇的に変動していました。

　このような状況を経営学部から見て何を思ったかといいますと、まず送り出し

に関しては、大学のシステム自体が、「本当に留学したい」という、かなり高い

意識を持つ学生しか対象にしていないと感じました。「行ってみようか、どうし

ようか」という程度の意識の学生は、当時の留学プログラムの対象ではありませ

んでした。そのようなシステムでは、我々が送り出したい学生たちは留学できな

いだろう、というのが第一のポイントとしてありました。

　それからもう 1点としまして、大学の留学プログラムが、各学部の教育と密接

に関係づけられることなく行われている、ということがあります。全く関係ない

わけではないのですが、それぞれが別個にやっていらっしゃいました。我々とし

ては、学部カリキュラムの中で留学を位置づけ、「こういう提携先で、このよう

海外留学

【スライド②－18】
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な科目を履修してきなさい」とやりたい。しかし本当にそのようなことができる

のかどうかもわからない。これが学部独自の留学制度を作る前の課題でした。

　また、受け入れに関しても課題がありました。 5年前の当時、交換留学で本学

が受け入れる学生は、基本的に日本に関心を持ち、日本語ができる学生がメイン

でした。しかも多くの場合、優秀な学生は、特定の先生の下で研究する。そうで

ない学生は、大学全体からいうと、国際センターが提供する「出島」のような特

殊な科目群を学んで日本の経験をする、という状態でした。

　さすがにそのような状態では、経営学部から見た先ほどのマトリクスのプログ

ラムということにはできません。そこで何をやったかといいますと、私が着任し

た2005年の時点での大学協定校は28大学だったのですが、それに加えて、この 4

年間で30校を、経営学部独自の協定校として入れました。その後、大学の方の提

携先も、この 5年で10校程度、増えていますし、観光学部や異文化コミュニケー

ション学部などでも独自の学部提携校を開拓されています。

　学部独自の提携校の開拓の一例が、北欧のビジネススクールとの提携です【ス

ライド②－20】。スライドをご覧いただいて、お気づきになった方がいらっしゃ

るかもしれません。 5年前、立教大学は北欧の大学とは全く提携していませんで

学部独自の留学制度の背景

【スライド②－19】
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した。我々は意図的に北欧の大学と協定を結びました。なぜでしょうか。まず北

欧の方たちは、英語が上手です。伝統的に優れた英語教育が行われているからで

す。しかも、英語を第二外国語としてやっていますから、我々が送り出した学生

が、英語があまり上手でなくても、英語を使うチャンスが非常にあります。アメ

リカなどに行きますと、外見がアジア系でもアメリカ人だと思われてしまいます。

すごいスピードの英語でしゃべりかけられて、通じなかったら放っておかれる。

それで学生は非常に孤立感を味わいます。それに比べますと、我々の学部の学生

のスペック、つまり「まあまあできる」くらいの英語力で留学して成功すること

が多いのが、実は北欧の大学なのです。その上で、北欧はいずれも高い生活水準

を持った小国として、ビジネスのグローバル化の中で成功するのに必要なノウハ

ウを蓄積し、それを教育と研究で社会に還流すべく、とくにビジネスの国際化を

中心とした経営学の研究と教育で優れた実績を持っています。このように意図的

に、学部のニーズに合わせた提携校の開拓を行いました。

　もう 1つの面白い留学先の事例が、シンガポールです。残念ながら、最初から

シンガポールに行きたいという学生は、ほぼゼロです。ところが、半分だまされ

たと思って行ってこい、と送り出して帰ってきたら何が起こるかといいますと、

交換留学：大学協定校38 
＋学部独自の協定校30

【スライド②－20】
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「あんなすごいところだと思わなかった」といいます。よく勉強するし、内容の

レベルは高いし、しかも東南アジアのあの場所でやっている、ということが衝撃

的なわけです。先ほどの金子先生のお話が、まさに具体的な事例として、異文化

の中での非常に強烈な経験として、学生の中で積み重なっている気がいたします。

　このように我々としては、学部教育の国際化の前提となる考えを、本学のミッ

ションの上にしっかり立てた上で、明確で具体的な国際化の「成果」を定義し、

その実現にとって必要なカリキュラムのロードマップを作って、ここまで実践し

てきた、という状況です。もちろん、我々のやってきたことがすべて正しいとい

うつもりもありませんし、走りながら考え、実践し、その上で定期的に省察と反

省を行って、必要な改善を進めていくつもりです。その一環として、大学全体で

7年に一度実施することが求められている第三者認証とは別に、内外で優れた経

営学教育を行っている他大学とのベンチマークも含めた、経営学教育に特化した

自己点検や国際的な第三者評価も実施することを予定しています。

　時間も無くなりましたので、ここまでにさせていただきます。もし時間があり

ましたら、質疑応答で補足させていただきます。どうもありがとうございました。



第二部
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　松本　それではディスカッションの準備をしつつ、今のお話を少し私の立場か

らまとめさせていただければと思います。

　尾﨑教授の話では、日本の企業のグローバル化には、人事上のクラウド化も必

要であるということがポイントとして挙がっていました。このクラウド化という

のは、教育の面でも必要であり、グローバル化に対応する教育とは、英語教育や

専門教育などのように独立的に存在するものではなく、それを有機的に結びつけ

るようなクラウド化が必要なのではないかということでした。

　また、立教大学は、尾﨑教授が着任された当時はまだ国際化がそれほど進んで

いなかったこともあり、経営学部が独自に交換留学協定を結ぶ必要があり、こ

れまでの約 5年間で海外の大学30校と協定を結んだという実績についてのご説

明がありました。時間がなくなり、来年 4月に発足する英語だけで行なわれる

Master of International Business（MIB）のお話はございませんでしたが、

お手元の資料をご覧いただければと思います（注：MIBに関する詳しい内容は

http://cob.rikkyo.ac.jp/en/mib/から参照可能）。

　それでは残りの時間、皆様方からご質問やご意見などをいただいて、お 2人の

先生にお答えいただくなり、あるいはディスカッションをするという形式で進め

させていただきたいと思います。何かご質問およびご意見がある方、手を挙げて

いただいて、ご所属とお名前をおっしゃっていただければ幸いです。あまり大き

な課題から始まりますと、重苦しい雰囲気になるかと思いますので、やや軽めの

ご質問からいただければ幸いでございます。ではよろしくお願いします。

［ディスカッション］
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質問 1

　齋藤　軽めかどうかわからないですが…。本学で21世紀社会デザイン研究科の

教員をしております齋藤といいます。

　私は、兼務で、日立製作所と日本在外企業協会にもおります。現在、その日本

在外企業協会がいろいろ取り組んでいるのが、グローバル人材です。そして、今、

ご説明いただいた内容につきましては、本当にそのような現状がありますし、経

済界はグローバルに活躍できる日本人を当然求めています。もちろん、外国人で

もいいのですが、少なくとも日本の会社であるので、ある程度はやはり日本人で

海外に出られる人材をなんとかしたい。足りなければもちろん、海外の方を入れ

ていくというのはダイバーシティの観点からもいいことなので、海外の方でもい

いのですが。

　ところが、実際には、最近の日本経済新聞とか、あるいは産業能率大学の調査

でも、海外に赴任するということになりますと、「行きたくない」や「どうして

も行けというなら、会社を辞める」という回答をする若い世代の方が、平均して

3割近くいるというデータがあるようです。昔と違って、「海外に出る」「海外で

働く」ということに対する個人的なインセンティブが薄れてきている。数万円出

せば自分のお金で海外に行けるという時代にも当然なってきていますから、そう

いう意味では、海外勤務というものに魅力がなくなってきているのかもしれませ

ん。

　しかし今、ご説明いただいたように、今後の企業の成否というのは、海外での

利益依存度が高まっていますから、そこを何とかすることにかかっています。そ

う考えますと、留学したり、日本でも英語での教育を学部でやったりした場合に、

学生が「そこで得た力を海外で試してみたい」というように上手くつながるとい

いなと思っているのですが、このような海外で働くモチベーションは、大学教育

においてどのように扱われうるのか、というのがお聞きしたかった点です。少し

説明が長くて申し訳ありませんでした。

　松本　では、「内向きな日本の学生たちのモチベーションを高める」にはどう

したらよいか、金子先生から何かご示唆いただければ幸いです。

　金子　企業から見ればそうかもしれませんけれども、私は、そういう人が一定

数いるのはいいと思いますが、全員がそうなるというのは、なかなか難しいかな
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という感じがしております。

　話は少し飛びますが、教養教育というのは何のためにあるのでしょうか。よく

視野を広げるといいますが、日本の教養教育は確かに視野を広げるためにやって

いるのでしょうが、では視野を広げると海外に行くようなインセンティブやモチ

ベーションが出てくるのでしょうか。私は、現在、そのような形で海外に行くモ

チベーションが出てくるということはなくなっているのではないかと思っており

ます。

　ただ、もう一方で、教育力というものがあります。本来はどういうものかとい

うと、おそらく、今までその学生が経験してきたものの殻を 1回破って、もう少

し新しいものにエクスポーズされる（さらされる）ことによって考え直す、そこ

から新しく自分を組み直していくということだと思います。そのプロセスの中に、

外国に対する興味が入り込むことは、本来十分にあり得ることです。

　しかし、日本の教育力には、それがないのだと思います。つまり、殻を壊す過

程がない。いろいろなことを教えたり、カリキュラムにも多様性があったりしま

すが、実はもう 1回自分を問い直してみる、ということはできていません。

　もともと教養教育というのは、本当はそのようなことを目的としていたのでは

ないでしょうか。大学に入るまでの過程や考え方をもう 1回問い直させる。それ

では意味がないのではないかと問いかけて、それをさらに問い詰めていって、も

う 1回自分の殻を破らせる。そこから学生は新しく考え方の広さと深さを確保し

て、また新しいものに興味を持っていく。このプロセスというのが、本来の教養

教育ではないかと思うのです。

　このようなプロセスがきちんとできていないので、外のところに興味を持って

いけない。いろいろな意味で殻をそのままにして、ずっと殻の中に入っている。

外国に行くことに興味があるか、ないかという以前に、企業に入って 3割ほどは

すぐ辞めてしまうというのは、やはり自分を問い直していないのだと思うのです。

そのプロセスがなかなかできない、あるいは大学がそれをすることがきちんとで

きていない。非常に原則主義的かもしれませんけれども、私はやはりそういうと

ころで、大学教育がきちんとやることをやっていないのではないかと思っており

ます。

　先ほど申し上げましたけれども、これは、アメリカでも実はそれほど上手く

いっているというわけではありません。短期留学を非常に意識的にやろうとして
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いるというのは、私は、むしろこちらの理由も非常に大きいと思っております。

グローバル化しているから、あるいは外国で仕事をする可能性があるから外国の

ことを知っていた方がいい、という問題ではなくて、むしろ、自分の殻をもう 1

回破るきっかけをいろいろなところに求めており、短期留学がその一つの手段に

なっているわけです。私は、このような意味で国際交流が非常に意義深いと思っ

ております。

　松本　今の質問について、尾﨑先生からコメントをいただけますでしょうか。

　尾﨑　今日は金子先生のお話にふんふんとうなずいておりました。もっとも、

実は自分の聞きたいところだけ聞いているという可能性もあるのですが…。

　プログラム留学について、金子先生は 3つの目的があるとおっしゃいました。

異文化理解、コミュニケーション、それから 3つ目が、これまでと異なる社会や

生活の経験です。この 3つ目は、私は本当に、特に立教大学の学生には必要だろ

うと思います。なぜでしょうか。

　立教大学は東京六大学の中でも、おそらく特に、親元から通っている学生の比

率が高い大学ではなかろうかと推測しています。私は、学生に留学をさせる時は、

もう半分だましてでも行かせているのですが、その理由の 1つは、親元から離す

ためです。離れて帰ってきた学生たちは、今のご質問の答えにもなると思います

が、「あんなに面白いことはなかった」「親からいろいろ言われてもまた行きた

い」と言います。

　ですから、私は、日本人自身が何らかの理由で内向きになっているとしても、

いくつかのきっかけを与えることによって、それほど深刻に考えなくても、また

内向きではない方向に変えることができるのではないかと期待しています。

　松本　ありがとうございます。ほかにご質問はありませんか。

質問 2

　松山　コミュニティ福祉学部の松山といいます。お 2人の先生に、今の部分を

もう少し深めてお聞きしたいなと思いました。例えば、経営学部が提携校を30校

増やしていった時に、何か基準があったと思います。「どこの大学と提携したら、

どのように効果が上がるか」という点などです。外国に行って生活させることが

目的ではないと思いますので、提携校に求める基準といいますか、学生に何をさ
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せたいためにその大学を選んでいるのかという点を聞かせていただければと思い

ます。

　松本　尾﨑先生、お願いします。

　尾﨑　今日はプレゼンをするために、かなり格好良くまとめてしまいましたが、

現実はこう簡単なものではありませんでした。最初のうちは本当に七転八倒し

て、教員の個人的なつてなどを頼りながらやりました。いくつか動き始めてから、

我々の基準が出てきました。

　具体的には、先ほどのダイバーシティとは逆のような気もしますが、やはりあ

る程度「ピア」の大学だということです。すなわち、教育の水準や研究の水準が、

我々立教大学と同等程度のところ、という点が 1つの基準となります。もちろん

安全面も大事でしたし、英語できちんと授業をしてくださるということも大事で

した。

　加えて、必ず学生を送り出してくれるというのも、我々はチェックするように

なりました。というのは、エクスチェンジ（交換留学）というのは、「行って」

「帰って」という双方向が流れないと長続きしません。特にアメリカの大学は、

学費のプーリングということをやっていますから、向こうからの学生が少なくて、

こちらからどんどん行き始めたら、途中でストップがかかるようになります。で



82　　大学教育開発研究シリーズ  No.12

すから、向こうからも学生を送ってくれるということと、どうやったらそれを常

に担保できるかということも、我々はチェックするようになりました。いくつか

そういう点があります。

　細かいお話は別の機会でできればと思いますが、こういう点はおそらく、学部

としての方針から導かれるものだという気がいたします。

　松本　金子先生は中国の多くの大学でも顧問教授を務めていらっしゃいますが、

今のご質問に関連して、日本の大学が交換留学協定を結ぶとなると、どういう点

にこれから注意すべきなのでしょうか。対象国や対象大学などについてご助言い

ただければと思います。

　金子　お答えになるかどうかわかりませんが、やはり相手の大学をよく理解す

るということに尽きるのではないかと思います。

　ただ、学生交流を、特に東アジアとの学生交流を考える上で、 1つの大きな問

題は言語になります。尾﨑先生のお話は英語を中心としたプログラムでしたし、

私もだいたいそちらの方向性にいくのではないかと思いますが、ただ、東アジア

の場合には、英語以外を使った交換留学もあり得るかもしれません。特に中国は

その可能性があります。少なくとも向こう側には、日本語を学んでいて、日本を

理解したいという相当数の学生の層がありますし、日本人でも中国語をある程度
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やるという人も、全く少ないというわけではありません。このような需要は、韓

国にもある程度あると思いますが、特に中国に関しては、その需要をうまく捉え

るということも、 1つのやり方でしょう。国際化というのは、やはりある意味で

は非常に多元化するプロセスであります。英語を使うことが主流であることは事

実ですけれども、そうでないタイプのものもいくつかあるはずです。そのような

タイプをうまく使っていくのも、 1つの非常に重要な観点であり、特に中国との

交流においては、まだずいぶん可能性があると思っております。

　中国からの留学生といいますと、日本に来て、アルバイトをしながら苦学して

大学院を出るというのが、典型的なイメージですが、今は中国でも所得の高い層

がかなり出ております。しかもそのうちの一部は、日本に興味を持っていて、や

はりアジアの域内で物事を考えたいという学生もかなり出ているわけです。そう

いう学生たちをうまく捉えて組み合わせるというのも、 1つの重要な可能性であ

ると思います。

　松本　ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。

質問 3

　佐々木　本学職員の佐々木と申します。尾﨑先生に質問なのですが、今は経営

学部のお立場から取り組みをされていらっしゃいますが、グローバル人材の育成

について、どのような方向に進んでいった方がいいとお考えでしょうか。学部間

協定と大学間協定のすみ分け、あるいは統合など、そのような観点からもコメン

トをいただけたらと思います。

　尾﨑　まず、たぶん金子先生に何度も本学に来ていただいて、我々として、つ

まり大学全体として問題意識を共有する、ということが最初ではないかという気

がします。経営学部だけ立教大学の中の長崎みたいになってしまったら、何の役

にも立ちません。これはやはり、日本自身が開国するのか鎖国を続けるのかとい

う話ほど大げさにはいわないにしても、そのような問題意識を、やはり全学とし

て持てるかどうかだと思います。

　それを持てたとしたら、今度はそれをどのように大学全体の戦略に落とし込ん

で、具体的な施策を展開するかという話だと思います。今はまだそれがないと私

は思います。ですから、経営学部がいろいろなことを国際センターにお願いした
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とき、国際センターには大変ご協力いただいてはいますけれども、やはりそこで

あつれきが出たり、「ここまで協力しなきゃいけないのだろうか」と、内心思っ

たりしながら協力していただいている部分もあるのではないかな、と時々思いま

す。それはなぜかといったら、大学全体としての方針が定まっていないからでは

ないかと思います。

　金子　立教大学で今、短期留学している学生は全学生の何％くらいとおっ

しゃっていましたか？

　尾﨑　経営学部に関していえば20％です。

　金子　大学全体としてはどれくらいですか？

　尾﨑　10％くらいでしょうか…。

　佐々木　だいたい3.5％です。

　金子　それはやや低いですね。私たちが行った調査の対象者は、124大学 4万

5,000人ほどの学生です。きちんとサンプリングをやっていないので、よく分か

らない点もありますが、留学を経験した学生の割合は、全国平均で 4％ほどです。

短期留学する学生が多い大学は立命館大学です。立命館大学は非常に意識的にやっ

ていて、その割合が既におよそ10％になっています。東京大学は 3％ぐらいです。

　これは面白いのですが、一般的に、偏差値や選抜性が高い大学の方が、留学す

る学生の率が低いです。おそらく、就職の圧力やいろいろなことがあるのだと思
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います。比較的偏差値の低い大学は、交換留学などで大学のアピール度を高めよ

うという努力を非常にやっているということもあるとは思います。一般的にいえ

ば、むしろ偏差値の高い大学の方が、ある意味では「自分たちは大丈夫だ」と思

われているのか、そこの危機感が非常に少ないように私は思います。東京大学も、

やはり危機感が少ないということをいいまして、現在、アクションプランの中で

留学生の数を増やそうというのを入れました。おそらく、かなりいろいろな大学

が、同様の意識をこれから強めていくだろうと思います。

　松本　ありがとうございました。まだ、質疑応答を続けていきたいのですが、

お時間になってしまいましたので、ここでまとめさせていただいて、今日のシン

ポジウムを閉めさせていただきたいと思います。

　日本の社会や企業がグローバル化するということは、雇用問題にも影響を与え

ます。また、どのような人材が望まれているのかを考え直さなくてはなりません。

そこで必然的に大学教育の改革を進めていかなければならないという点で、お 2

人のお話には共通点があったかと思います。

　そして、日本の大学の教養教育を再度見直して、学生が自分を問い直してみる

こと、そして人格的に成熟していくような教育や学習の機会を提供することが重

要であり、その点で留学がキーワードになるということが、金子先生のお話にご

ざいました。また、尾﨑先生のお話の中にも、やはり留学すると学生は変わって

帰ってくるというご指摘があり、金子先生がおっしゃる「人格的成熟化」という

ことにつながっていると思いました。経営学部では、専門教育の中での交換留学

を推し進めているわけですが、それはある意味では教養教育ともつながっている

のではないか、というのが、今日、私自身感じたことです。立教大学としても、

世界の大学との交流を推進するために、さらなる努力を進めていかなければなら

ないのでしょう。金子先生には何度かお越しいただくようになるかもしれません

が、大学全体でグローバル化を進めること、特に短期的には留学プログラムを充

実することなどの点について、話し合っていく必要性があるのではないでしょう

か。

　本日はお 2人の先生、誠にありがとうございました。特に金子先生には、本学

のためにお時間を作っていただきました。お 2人の先生に、もう一度大きな拍手

をお願いいたします。ありがとうございました。
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